
 【事業所調査】

Ⅲ　集計結果グラブ

31.9%

11.4%

36.1%

14.4%

1.8%

1.1%

1.1%

0.7%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40%

民間企業（個人・株式会社等）

社会福祉協議会

上記以外の社会福祉法人

医療法人

NPO（特定非営利活動法人）

社団法人・財団法人

協同組合（農協、生協）

地方自治体（市町村、広域連合含

む）

その他

（事業所調査）

問１ 事業所の法人種類

35.8%

23.6%

9.5%

3.5%

1.5%

2.6%

0.2%

1.3%

3.1%

2.4%

1.8%

2.0%

2.2%

2.4%

1.3%

4.2%

1.1%

0.9%

0.4%

0% 10% 20% 30% 40%

鳥取

米子

倉吉

境港

岩美

八頭

若桜

智頭

湯梨浜

三朝

北栄

琴浦

南部

伯耆

日吉津

大山

日南

日野

江府

（事業所調査）

問２ 事業所の所在地

10.8%

0.5%

28.1%

5.1%

1.6%

3.9%

7.8%

9.0%

5.3%

3.5%

0.2%

24.2%

訪問介護

訪問入浴介護

通所介護

通所リハビリテーション

特定施設入居者生活介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

その他

0% 10% 20% 30%

（事業所調査）

問３－１ 事業所の介護サービスの種類

6.4%

15.6%

11.8%

38.5%

17.0%

23.0%

18.2%

42.9%

82.4%

17.6%

51.3%

4.3%

6.7%

19.1%

29.5%

27.3%

14.3%

70.6%

10.3%

8.7%

6.7%

14.9%

24.6%

27.3%

14.3%

2.9%

4.3%

4.3%

100.0%

6.6%

13.6%

14.3%

13.0%

20.0%

12.8%

0.8%

13.6%

5.9%

4.3%

100.0%

25.5%

14.3%

52.2%

60.0%

8.8%

13.0%

6.7%

訪問介護

訪問入浴介護

通所介護

通所リハビリテーション

特定施設入居者生活介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

（事業所調査）

問３－２ 介護サービス種類別の利用定員割合

1-10人 11-20人 21-30人 31-40人

41-50人 51-60人 61人以上 100人以上

16



3年未満

12.1%

3年～10年未満

32.2%

10年以上

55.7%

（事業所調査）

問４ 事業所の事業実施期間（平成28年6月末現在）

21.3%

26.6%

33.3%

12.1%

6.5%

0.2%

5人未満

5人～10人未満

10人～20人未満

20人～50人未満

50人～100人未満

100人以上

0% 10% 20% 30% 40%

（事業所調査）

問５ 事業所の規模（従事者数）

91.1%

35.0%

65.1%

88.4%

73.7%

57.4%

88.7%

83.5%

89.1%

85.0%

78.3%

42.6%

8.9%

65.0%

34.9%

11.6%

26.3%

42.6%

11.3%

16.5%

10.9%

15.0%

21.7%

57.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス提供責任者

訪問介護員

介護職員

介護支援専門員

医師

看護師、准看護師

生活相談員

理学療法士

作業療法士

言語聴覚士

事務員

その他

（事業所調査）

問６－２ 職種別 正規・非正規職員割合

正職員 非正規職員

42.5%

3.7%

18.5%

10.9%

0.8%

6.3% 5.4%

2.1% 1.5%
0.3%

3.5% 4.5%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

介
護
福
祉
士

介
護
職
員
実
務
者
研
修
修
了

介
護
職
員
初
任
者
研
修
修
了

介
護
支
援
専
門
員

医
師

看
護
師

准
看
護
師

理
学
療
法
士

作
業
療
法
士

言
語
聴
覚
士

そ
の
他

無
資
格

（事業所調査）

問７ 従業員の資格者数

3.5%

9.1%

48.7%

7.5%

0.8%

11.1%

5.4%

2.1% 1.5%
0.3%

2.5%

7.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者

訪
問
介
護
員

介
護
職
員

介
護
支
援
専
門
員

医
師

看
護
師
、
准
看
護
師

生
活
相
談
員

理
学
療
法
士

作
業
療
法
士

言
語
聴
覚
士

事
務
員

そ
の
他

（事業所調査）

問６-1 職種別の従業員割合
全体 正規職員 ・・・ 64.9％

非正規職員・・・ 35.1%

21.1%

60.8%

58.2%

33.6%

10.5%

50.6%

16.8%
25.0%

42.2%
42.9%

28.6%

16.7%

78.9%

39.2%

41.8%

66.4%

89.5%

49.4%

83.2%

75.0%

57.8%

57.1%

71.4%

83.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

サ
ー
ビ
ス
提
供
責
任
者

訪
問
介
護
員

介
護
職
員

介
護
支
援
専
門
員

医
師

看
護
師
、
准
看
護
師

生
活
相
談
員

理
学
療
法
士

作
業
療
法
士

言
語
聴
覚
士

事
務
員

そ
の
他

（事業所調査）

問６－３ 運営する上での従業員の不足感の有無

ある ない

全体 不足感あり ・・・ 38.4％

不足感なし ・・・ 61.6%
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問11 問10で ”仕組みある” と回答した内容

3.5%

8.3%

22.9%

53.1%

10.4%

1.7%

0% 20% 40% 60%

100～120時間未満

120～140時間未満

140～160時間未満

160～180時間未満

180～200時間未満

200～220時間未満

（事業所調査）

問８ 従事者一人当たりの先月の平均労働時間

全体 平均１６１．１時間

49.3%

30.9%

16.2%

2.6%

0.7%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

5日未満

5～10日未満

10～15日未満

15～20日未満

20～25日未満

45～50日未満

（事業所調査）

問９ 平成２７年度に取得した有給休暇の平均日数

全体 平均６．２５日

ある, 41.8%

ない, 58.2%

（事業所調査）

問１０ 従事者が仕事上の悩み、不安等を相談できる

仕組み（メンター制度等）があるか。

社内に相談窓口の設置 37

上司（事業主）による個別面談 20

上司・センター長、他職員に相談できる環境 20

心の健康委員会の設置 20

定期面談 17

チューター制度、プリセプター制度 14

ホットライン 13

ストレスチェックの導入 12

外部の相談窓口の設置 12

産業医に相談 10

アンケート実施 10

定期的なミーティング（会議） 8

エルダー、メンダー制度 6

Ｗｅｂカウンセリング（メール相談窓口）） 5

メンタルヘルス管理者の設置 5

専門医の面談・カウンセリングが受けられる 4

安全衛生委員会 2

メンタルヘルスケア研修 2

キャリアコンサルティング制度 2

合計 219

29.6%

11.2%

15.2%

27.0%

100.0%

20.6%

38.9%

43.2%

0.0%

25.9%

28.1%

33.9%

75.0%

24.0%

17.2%

35.9%

47.1%

1.0%

1.0%

34.0%

21.3%

35.7%

18.5%

16.1%

20.7%

100.0%

27.9%

32.4%

22.8%

25.9%

28.7%

19.9%

サービス提供責任者

訪問介護員

介護職員

介護支援専門員

医師

看護職員（看護師、准看護師）

生活相談員

理学療法士

作業療法士

言語聴覚士

事務員

その他

（事業所調査）

問12 貴事業所の1年間（平成27年度）の離職率

正規職員 非正規職員 全体

結婚・出産・妊

娠・育児, 13.8%

家族の介護・看

護, 12.8%

病気・高齢, 

24.9%

家族の転勤

事業所の移転, 

8.3%

人員整理・法人

解散, 2.6%

その他, 37.7%

（事業所調査）

問13 従事者の主な離職理由（分かる範囲内）
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47.7%

30.1%

53.9%

39.2%

23.2%

17.1%

23.4%

41.9%

14.0%

17.1%

10.0%

9.8%

49.0%

7.8%

2.2%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

今の介護報酬では、人材の確保・定着のために十分な賃金を払えない

経営（収支）が苦しく、労働条件や労働環境改善をしたくても出来ない

良質な人材の確保が難しい

新規利用者の確保が難しい

介護従事者の介護業務に関する知識や技術が不足している

介護従事者の介護業務に臨む意欲や姿勢に問題がある

管理者の指導・管理能力が不足している

教育・研修の時間が十分に取れない

介護従事者間のコミュニケーションが不足している

経営者・管理者と職員間のコミュニケーションが不足している

利用者や利用者の家族の介護サービスに対する理解が不足している

介護保険の改正等についての的確な情報や説明が得られない

指定介護サービス提供に関する書類作成が煩雑で時間に追われている

雇用管理等についての情報や指導が不足している

その他

特に問題はない

（事業所調査）

問１４ 介護保険の指定介護サービス事業を運営する上での問題点（複数回答）

66.3%

56.3% 54.8%

48.8%

42.1% 41.0%

26.2%

3.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

介
護
技
術
・知
識

業
務
課
題
の
解
決
と
実
践
研
究

メ
ン
バ
ー
シ
ッ
プ
、
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

多
職
種
連
携

福
祉
の
理
念
・倫
理

組
織
運
営
管
理

そ
の
他

（事業所調査）

問15 人材育成のために必要と考える研修内容

（複数回答）

64.7%

51.2%

46.3%

45.6%

41.6%

37.4%

35.8%

32.2%

31.1%

26.6%

25.7%

24.2%

21.3%

15.2%

13.4%

11.4%

0.4%

34.2%

23.9%

29.8%

30.6%

27.7%

26.4%
10.7%

13.6%

10.7%

16.1%

10.5%

14.3%

1.6%

4.7%

4.7%

2.5%

0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

賃金改善（キャリアに応じた給与体系）

職場間の人間関係の円滑化

キャリアアップの仕組みづくり

退職金制度導入等による将来にわたる人材確保

休暇取得の促進

資格取得の支援、就学金の充実

介護の魅力発信によるイメージアップ

ワークライフバランスの適正化

事業所内保育所実施や出産・育児との両立支援

ICT（情報通信技術）の活用

多様な働き方

エルダー・メンター制度の充実

離職介護福祉士届出制度を活用した再就業支援

中高年齢者の他産業からの参入促進

夜勤日数の軽減

保護者・教師の理解促進

その他

（事業所調査）

問１６ 介護人材の確保（参入促進）にあたり必要だと思うこと、

実際に取組んでいること（複数回答）

必要だと思うこと
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66.8%

59.1%

52.0%

50.0%

49.1%

48.9%

46.0%

43.1%

41.4%

40.9%

39.8%

39.6%

39.4%

38.5%

36.3%

36.3%

36.1%

35.2%

32.7%

28.3%

1.1%

0.2%

36.5%

35.8%

64.2%

28.3%

35.2%

36.5%

28.5%

28.8%

29.2%

53.8%

46.5%

36.5%

50.9%

37.4%

18.1%

24.3%

31.6%

38.5%

11.1%

17.5%

0.2%

0.0%

賃金･労働時間等の労働条件（休暇をとりやすくすることも含める）改善

能力や仕事ぶりを評価し、配置や処遇に反映

職場内の仕事上のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ円滑化を図る（ミーティング、意見交換会等）

管理者・ﾘｰﾀﾞｰ層の部下育成や動機付け能力向上に向けた教育研修に力を入れる

悩み、不満、不安などの相談窓口を設ける（メンタルヘルスケア）

業務改善や効率化等による働きやすい職場作りに力を入れる

キャリアに応じた給与体系を整備

退職金制度導入等による将来にわたる人材の確保に努める

新人の指導担当・アドバイザーを置く

労働時間（時間帯･総労働時間）の希望を聞く

能力開発を充実させる（社内研修実施、社外講習等の受講・支援等）

健康対策や健康管理に力を入れる

非正社員から正社員への転換の機会を設ける

経営者・管理者と従業員が経営方針、ケア方針を共有する機会を設ける

職員の仕事内容と必要な能力等を明示する

職場環境を整える（休憩室、談話室、出社時に座れる席の確保等）

福利厚生を充実させ､職場内の交流を深める（親睦会等の実施を含む）

仕事内容の希望を聞く（持ち場の移動など）

子育て支援を行う（子供預かり所を設ける。保育費用支援等）

ICT（コンピュータやインターネット等の情報通信技術）の活用

その他

特に方策はとっていない

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

（事業所調査）

問１７ 介護人材の定着の促進（離職防止）にあたり必要だと思うこと、

実際に取組んでいること（複数回答）

必要だと思うこと

実際に取組んでいること
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